
年末調整処理業務の作業負荷
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● 企業側の工程別負荷割合（ヒアリングした５社の平均）

法定調書の確認・入力（５３％）
住民税決定通知の入力・
従業員への配布（３１％）

給与支払報告の仕分け・市町村送付（８％）法定調書準備･従業員への配布・回収（５％）

年末調整（システム処理）（１％）

源泉徴収票の配布（１％）
源泉徴収票等の税務署送付（１％）

0 % 1 0 % 2 0 % 3 0 % 4 0 % 5 0 % 6 0 % 7 0 % 8 0 % 9 0 % 1 0 0 %

● 行政側の工程別負荷割合（各工程の工数の割合。外注費などのコストは除く）

行政ケース１

給報総括表の送付 給報受領～税額の決定 税額決定通知書送付

6.4%

5.8%

86.6%

94.2%

7.0%

行政ケース２

出所：EABuS作成



年末調整処理業務の作業負荷（企業側・詳細）
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年末調整処理業務の作業負荷（企業側・詳細）
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年末調整処理業務の作業負荷（行政側・ケース１）
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年末調整処理業務の作業負荷（行政側・ケース２）
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年末調整処理業務フローの改善案（例）
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住民税税額決定通知書部分の拡大
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従業員

事業者

市区町村

eLTAX



住民税税額決定通知書の電子的交付について
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・税額決定通知書を電子データで自治体から企業に送付することにより、自治体の送付作
業及び企業の入力、配布作業を軽減。

※ヒアリングした自治体の意見として、現在、税額決定通知書の送付方法は、地方税法第
20条により、①郵便もしくは信書便による送達、②交付送達(出向いて手渡し）、③交
付送達の差し置き（出向いて置いてくる）のいずれかとなっており、電子化できないとのこ
とであったが、総務省の見解は、通知は書面に限定していないので、現状でも電子化可
能とのこと（次頁参照）。



住民税税額決定通知書の電子的交付について
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経団連の要望
１）規制の現状
住民税にかかる特別徴収の手続き※は、地方公共団体ごとに「原則として書面の受け渡し」により行われている。
①「市民税・県民税、特別徴収税額の通知書」の地方公共団体から企業への送付
②「給与支払報告書」の企業から地方公共団体への送付
③「給与所得者異動届出書」の企業から地方公共団体への送付
④「特別徴収税額通知書」の企業から従業員への授受
⑤納税

２）要望内容
①一連の手続については、「紙媒体による書面」ではなく、電子データでの授受を原則とするべきである。
②窓口組織を設定し、そこでデータの取り纏めを行うようにすべきである。

出典：「2006年度日本経団連規制改革要望」の「９．情報・通信分野」
http://www.keidanren.or.jp/japanese/policy/2006/038/09.pdf

総務省の回答
地方税法は、市町村民税特別徴収の手続を書面によるものに限定しておらず、これを電子化することは、現行法制
度上既に可能である。どの手続を電子化するかについては、地方公共団体が費用対効果等を判断し、必要に応じて適
切に行っているものと認識している。また、給与所得者異動届出の電子データ化・電子納税等についても、下記のとおり
(社)地方税電子化協議会において検討が行われているところ。
(社)地方税電子化協議会において、地方税ポータルシステムは、現在、法人住民税、法人事業税及び固定資産
税（償却資産）の電子申告手続が実施されている。おって、これらの税目の申告手続のみならず、納税者の利便性の
向上を鑑みながら各種申請・届出・納税手続まで組み込まれていく予定である。総務省としては、今後とも、各地方公
共団体における地方税の電子化に係る取組みを支援してまいる所存である。

出典：「全国規制改革及び民間開放要望書」(2006あじさい）
http://www8.cao.go.jp/kisei-kaikaku/old/accept/200606/060814/0814_1_08.pdf （7枚目の先頭行）



住民税税額決定通知書の電子的交付について
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地方税法
（書類の送達）
第二十条地方団体の徴収金の賦課徴収又は還付に関する書類は、郵便若しくは信書便による送達又は交付送達により、その送達を受け
るべき者の住所、居所、事務所又は事業所に送達する。ただし、納税管理人があるときは、地方団体の徴収金の賦課徴収（滞納処分
を除く。）又は還付に関する書類については、その住所、居所、事務所又は事業所に送達する。
２ 交付送達は、地方団体の職員が、前項の規定により送達すべき場所において、その送達を受けるべき者に書類を交付して行う。ただし、そ
の者に異議がないときは、その他の場所において交付することができる。
３ 次の各号に掲げる場合には、交付送達は、前項の規定による交付に代え、当該各号に掲げる行為により行うことができる。
一送達すべき場所において書類の送達を受けるべき者に出会わない場合その使用人その他の従業者又は同居の者で書類の受領について相
当のわきまえのあるものに書類を交付すること。
二書類の送達を受けるべき者その他前号に規定する者が送達すべき場所にいない場合又はこれらの者が正当な理由がなく書類の受取を拒
んだ場合送達すべき場所に書類を差し置くこと。
４ 通常の取扱いによる郵便又は信書便によつて第一項に規定する書類を発送した場合には、この法律に特別の定めがある場合を除き、そ
の郵便物又は民間事業者による信書の送達に関する法律第二条第三項に規定する信書便物（第二十条の五の三において「信書便
物」という。）は、通常到達すべきであつた時に送達があつたものと推定する。地方団体の長は、前項に規定する場合には、その書類の名
称、その送達を受けるべき者の氏名、あて先及び発送の年月日を確認するに足りる記録を作成しておかなければならない。
（特別徴収義務者の指定等）
第三百二十一条の四市町村は、前条の規定によつて特別徴収の方法によつて個人の市町村民税を徴収しようとする場合においては、当該
年度の初日において同条の納税義務者に対して給与の支払をする者（他の市町村内において給与の支払をする者を含む。）のうち所
得税法第百八十三条の規定によつて給与の支払をする際所得税を徴収して納付する義務がある者を当該市町村の条例によつて特別
徴収義務者として指定し、これに徴収させなければならない。この場合においては、当該市町村の長は、前条第一項本文の規定によつて
特別徴収の方法によつて徴収すべき給与所得に係る所得割額及び均等割額の合算額又はこれに前条第二項本文の規定によつて特
別徴収の方法によつて徴収することとなる給与所得以外の所得に係る所得割額を合算した額（「特別徴収税額」という。以下個人の市
町村民税について同様とする。）を特別徴収の方法によつて徴収する旨を当該特別徴収義務者及びこれを経由して当該納税義務者
に通知しなければならない。

※書類の送達については、地方税法第20条で、郵送、交付送達、同差し置きのいずれかに限られているが、同法第321条の４で、住民税
の決定通知書の「通知」は、書面に限定しておらず、現行法規でも電子化は可能。


